
研究開発の概要
（研究実施期間） 令和２年度～令和３年度
（目的）本研究では、青森県内での熱需要を考慮して、高レベル廃液から分離したCsやSrの崩壊熱をヒート
ポンプの熱源として有効に利用するシステムを提示することを目的とする。そこでは、核種の量および総発
熱量を整理するとともに、核種からの発熱量と季節変動する熱需要量との違いを地中における蓄熱・回収に
より緩衝させて、給湯や融雪等の熱供給に活用するシステムを設計する。

（必要性）高レベル放射性廃液に含まれるCs(セシウム)やSr(ストロンチウム)の発熱元素に着目し、その未
利用エネルギーを活用することは、化石燃料の利用を低減する方向性に整合する。また、発熱元素を分離後、
安定化するまでの期間、熱利用を進めることは、放射性廃棄物の低減にも寄与する。本研究では、青森県内
の利用を考慮し、その具体的なシステムを提示することにより、化石燃料利用および放射性廃棄物の低減と
いった青森県におけるニーズに応える。

（新規性）CsやSrの発熱元素の熱を具体的にどのように利用するかは、熱利用を行うサイトでの熱需要にも
依存し、十分な検討がなされていない。再処理と核種分離は継続的になされること、また、Cs-137やSr-90等
は30年程度の半減期を持つことを考慮すると、発熱元素は年間ほぼ一定の熱供給が可能となる。他方、熱利
用は季節毎の変動が大きい。これらの特徴と青森県の熱需要を考慮した熱供給システムの検討はこれまでな
されていない。

（独創性）本研究では熱利用システムの制約条件として、1）分離したCsやSrの塩が熱により溶融しないこと、
2）これら塩を封入した熱源管を貯蔵するプール水が沸騰しないこと、3)季節での熱需要の変動に対応するこ
とを挙げ、本研究開発では、これらの条件を考慮し、地中への蓄熱により冬季の熱需要に対応する熱利用シ
ステムを提示する。このようなシステムはこれまで国内外においてなく、独創性がある。

（有用性）高レベル廃液から分離したCsやSrを化学的に安定した塩として所定容器に充填し、それらを貯蔵
プールに入れ、放射線を遮蔽してプールからの熱抽出をヒートポンプにより行う。その際、青森県の年間熱
需要を考慮し、夏季の余剰分の熱を地中に蓄熱し、その熱を冬季の融雪に利用する。本システムは化石燃料
利用および放射性廃棄物の双方を低減し、未利用エネルギーの活用にも大きく寄与する。

委託研究「高レベル放射性廃棄物から分離した放射性CsおよびSrの熱利用設計に
関する研究開発」

（研究開発テーマ：高レベル放射性廃棄物からの放射性同位元素の高度分離技術の開発）

研究成果報告概要
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図１ CsおよびSrの崩壊による発熱量の減衰挙動
(熱利用は分離後5年を想定し, Cs-134(半減期2年)の発熱(0.48 kW/MTU)
は考慮しない.その場合,Csの初期の発熱量は0.62 kW/MTUとなり, Srの
初期の発熱量0.58 kW/MTUと同程度になる. 図中にCs(+Ba)および
Sr(+Y)と記載したのは娘核種(Cs-137の場合Ba-137mおよびBa-137,Sr-
90の場合Y-90)による発熱量も含めていることを意味する.)

図２ CsとSrの発熱量の減衰(図1)を考慮して算出した総熱
量とCsとSrの累積蓄積量
(平衡となる発熱量は36 MWであるが、100年間を要することから、
本研究では10年後に到達する10 MWの熱利用システムを具
体化し、経過年によってそのシステムを拡張する. )

はじめに高レベル廃液から分離される発熱元素の熱量の算定した。図1は使用済燃料1 MTUあたりのCsお
よびSrの年間の発熱量1)と、そこから求めた発熱量の減衰を示す近似曲線（ここでは縦軸を対数にとってい
るために直線になる）である。この近似曲線を用いて、年間800トン(MTU)の使用済燃料を再処理すると図
2に示すように熱量は10年後に10MWになり、36MWで熱的には平衡に到達する。また、図2には使用済燃
料からのCsおよびSrの累積蓄積量(Cs-, Sr-groupsの合計の含有量 4.63 kg/MTU)も併せて示している。

研究成果①水を熱媒体とする熱利用システムの熱設計 (1/3)

発熱量の減衰の近似曲線を求める

次に、前段である分離工程2)との関連を整理し、塩としてこれ
ら発熱元素を利用することとした。ここで塩としては、Csにつ
いては塩化物 (CsCl: 密度4.0 g/cm3,融点 645℃, 沸点 1295℃), Srに
ついてはフッ化物(SrF2,密度4.2 g/cm3, 融点 1190℃, 沸点 2460℃)
であり、これら粉体を各々図3に示す二重円管に締め固めること
なく充填する(次頁下の注1を参照)。

図３ 熱源管の詳細図(内管径2.0 cm, 外径 3.0 cm, 長さ1.0 m)

参考文献1) 山岸：JAERI-Review, 2001-027 (2001).

参考文献2) US DOE: HNF-7342 (2000). 2



図６地中蓄熱RI発熱システムの概念図 (左図夏季、右図冬季、1つのプールあた
り井戸50m×40本を利用(相互の熱干渉を防ぐための井戸間隔10 m)3))

図4は熱源管注1(図3)を熱源管を6m幅のフレームに設置した状態を示す。このフレームは熱源管を可動させ
ることができ、熱利用時には100本の熱源管が2 cm間隔で設置され、最終的に処分する場合には、100本をフ
レームの片側に寄せ、コンパクトにできる。図4の右図のようにこのフレームを高さ方向に3段設置し、本研
究ではこれを一つの熱源モジュールと呼称する。図5は熱源モジュールを6つ束ねた状態を示したもので、本
研究ではこれを一つの熱源ユニットと呼ぶ。この熱源ユニットには熱源管が100本×3×6=1,800本設置される。

このような熱源ユニットは1年間における発熱量の減衰は小さく、熱利用の観点からほぼ一定の発熱量とな
る。他方、青森県では冬季での融雪などエネルギー需要は季節によって大きく変動する。

研究成果①水を熱媒体とする熱利用システムの熱設計 (2/3)

表1 年間に分離されるCsおよびSrの塩の状態
における質量と体積と熱源管の本数

注1 :熱解析により、熱源管内を締固めをすると、万が一
プール水の水が消失した場合、熱源管の中心の温度が融
点を越える場合がある。

そこで本研究では、夏季の余剰熱

を地中に蓄熱し、冬季に利用する地
中蓄熱RI熱利用システムとした。

図6は夏季と冬季の場合の熱の流れ

を各々模式的に示している。プール
水をヒートポンプとの間で循環させ、
熱供給を行う。図中のCsおよびSrは
図5の熱源ユニットをプール(水により
放射線を遮蔽)を9つ設置したもので、
表1から6つのプールが必要になる。

設計の考慮事項：RI発熱による蓄熱の総エネルギー、地下の上昇温
度(平均で15℃以内に抑える)、井戸の最大熱交換量3)60 W/m、最大
熱負荷(1月融雪時)での採熱量(青森県弘前市のデータ4)による）

図3の熱源管

図４ 熱源モジュールの概要 図５ 熱源ユニットの概要

参考文献3) 東北大NICHe：環境省クールシティ地中熱利用型実証事業報告書 (2009). 4)石上ら, 日本地熱学会誌, 29(2), 91-102 (2007). 

3



図９ 多孔板設置による空気による熱回収

研究成果①水を熱媒体とする熱利用システムの熱設計 (3/3)
図7に、冬季の融雪の単位面積あたりの熱需要を青森県弘前市街地の融雪実績（実測値前出4)）を参考に、本

研究で想定する融雪面積10万m2に必要な月毎の熱量を算出している。ここで棒グラフによって示される4月～
11月の余剰熱量（＝RI発熱正味の熱供給量－隣接建屋等へのベース熱需要量、縦軸は左側）を地中に蓄熱し、
それを12月～3月(冬季)において融雪に必要な熱量（図7中の冬季の正の棒グラフ, 縦軸は右側）のために、余

剰熱量の不足分（図７中の冬季の負の棒グラフ、縦軸は左側）を補う。ここでプールからの熱損失、熱配管お
よびHPによる熱損失を各々RI発熱量(10MW)の2割としている。このように設定することで、RI熱を有効に活
用することができる。

研究成果②空気を熱媒体とする熱利用システムの熱設計

多孔板を水面から1mのところに置き、温度40℃、湿度
85%の空気を利用するシステムの提示

図８ 空気熱媒体システムの概要

RI熱源プールの水を熱媒体とするほかに、プール水面直上

の空気（水蒸気を含む）をヒートポンプの熱源として用いる
方法がある。外気を熱源として用いるエアコンやエコキュー
トなども空気を熱媒体としている例となる。

この場合、プール直上の空気のエンタルピーが所定の値
(本研究では温度40℃, 湿度85%に設定)に到達するためには、
図8のような熱循環を考えると、単に外気をプール面に吹き
付けるのでは不十分であり、図9のように水深1mの部分に多

孔板を設置し、そこに空気を導入することにより、気泡を作
り熱回収する必要があることが熱解析の結果から明らかに
なった。図７ 月毎の熱供給の余剰分(RI正味の熱供給量－ベース熱

需要量, 黄色の棒線）と融雪の熱需要量(茶色の棒線)
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図10  地中蓄熱RI発熱利用システムの
模型(水を熱媒体とする場合, 冬季)

表2に熱媒体として水を利用する場合と空気を利用する場合の比較・整理したものを示す。空気を利用する
場合の必要なプール数は水面から 3mの範囲の加熱された空気をヒートポンプに利用する場合となる。どちら
が選択するか、あるいはハイブリッドにするかの議論のベースとなる。

研究成果③熱媒体として水を利用する場合と空気を利用する場合の比較・整理

表2  熱媒体として水を用いた場合と空気を用いた場合の整理

研究成果④熱利用システムの概観模型の作成(W700×D650×H650mm)
図10に水を熱媒体とした場合の冬季での概念模型を示す。図の上が模型の鳥観図であり、左がプール内

の部分、右:が建屋部を黒の線で描いた図、そして下の写真が実際に作成した模型である。この模型は青森
県量子科学センター玄関に展示している。建屋(天井高さ12 m, 排気塔高さ20 m、平面図のサイズは図6に
記載）であり、排気塔は閉じているが、万が一の放熱に備えて設置している。
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青森県内への波及効果

発表論文 (講演要旨集)
HLWから分離したCsおよびSrの発熱を利用した地中蓄熱ハイブリッド熱供給システ
ム,日本原子力学会東北支部研究交流会講演要旨集, p.24-25, 令和4年1月13日, 野上光
博1、新堀雄一1、人見啓太郎1、千田太詩1、結城秀行2

(1.東北大院工, 2.東北大サイクロトロン･ラジオアイソトープセンター)

研究発表

令和４年１月１３日、オンライン開催、日本原子力学会東北支部研究交流会、HLWから分離したCsおよびSrの発熱を利用し
た地中蓄熱ハイブリッド熱供給システム

研究会等の開催 なし

図11の気温等にも表れるように青森県では冬季に熱需要が大きい。そこで、本研究では地中蓄熱を通じて
当システムによる冬季における熱供給としてのポテンシャルを、下の囲みにあるように県内での省エネル
ギー量として数値化し、コスト試算と併せて(図12)提示した。このことは青森県における化石燃料（石油や
天然ガス）の利用削減、未利用エネルギーの探索に波及する。また、水を熱媒体とする熱利用設計について
模型(前頁参照)を作成し、青森県量子科学センター玄関に展示をした。

青森県の熱需要およびCsやSrの発熱元素の特徴
を考慮したRI熱供給システム

未利用エネルギーの活用の事例の提示
正味年間10,144 tonのCO2の削減

図12 本研究で提案するRI発熱利用システムの
コスト割合(1プールあたり20億円)

このシステムを利用することは高レベル放射性廃棄物量の低減に加え、こ

れまでのA重油(92円/L, 39.1 GJ/kL, 2.71 tCO2/kL)などを利用して熱供給する
分を節約する。そのコストは1つのプールに着目して試算すると10年の利用
で8億円に相当する。一方、同様に１つのプールにおいて利用するヒートポ
ンプに必要な電気料は16.32円/kWh (大口契約を想定)とすると10年で4億円と
なり、45年間このシステムを利用すると20億円の節約となる(燃料費からの
みの建設費のペイバックタイム：45年)。さらに、二酸化炭素の削減量はA重
油を節約する分からHPに投入する電気の発電に要する二酸化炭素の放出分
（東北電力のCO2排出原単位 0.548 kg-CO2/kwh(2016)が10年後には1/2になる
ことを考慮）を差し引くと、正味年間10,144 tonのCO2の削減となる。

図11 青森県内の月毎の気温および降水量
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